小谷村営農支援センター農業用機械購入費補助金交付要綱の制定について
小谷村営農支援センター農業用機械購入費補助金交付要綱

（趣旨）
第１条　村内において、農業生産性の向上及び安定的な農産物の供給に寄与することを目的として農業用機械を購入する農業者又は農業の担い手として活動する組織（以下「担い手組織」という。）に対し、予算の範囲内において補助金を交付することについて、必要な事項を定めるものとする。

（補助対象者）
第２条　村内において、農業生産活動を行う農業者又は担い手組織（以下「補助事業者」という。）に交付する。
２　農業者（共同利用を含む。）にあっては、経営耕地面積の合計が1.0ha以上であり、かつ、生産された農産物を出荷している者とする。
３　担い手組織にあっては、経営耕地面積が4.0ha以上であり、かつ、生産された農産物を出荷している者とする。

（補助対象農業用機械）

第３条　補助金は、次に掲げる農業用機械の購入費用（ただし、消費税及び地方消費税の額を除いたものとする。以下「購入費用」という。）の一部として交付する。ただし、購入費用が１台につき50万円以上とする。
２　中古品については、耐用年数が２年以上のものとする。

（１）農業用トラクタ
（２）農業用田植機

（３）農業用コンバイン
（４）トラクタ用作業機
（５）穀物用乾燥機

（補助率及び限度額）

第４条　補助金の補助率は、購入費用の10分の２以内とし、限度額は、１台につき、農業者にあっては40万円、担い手組織にあっては50万円とする。この場合において、補助金の額に1,000円未満の端数が生じるときは、その端数を切り捨てる。

２　補助金は、他の補助制度と重複して受けることはできない。
（交付申請）
第５条　補助事業者は、購入する農業用機械の活用計画及び購入費用に係るすべての書類を添えて、農業用機械購入費補助金交付申請書（様式第１号）により、会長に申請しなければならない。

２　この補助金の交付申請は、３年度内において補助事業者あたり１回のみとする。
（交付決定）
第６条　会長は、前条の規定による申請を受けたときは、補助金の交付の可否を決定し、その旨を農業用機械購入費補助金交付（不交付）決定通知書（様式第２号）により当該申請をした者に通知するものとする。

（補助金の請求）
第７条　補助金は、補助事業者が当該補助事業を完了した後において交付するものとする。
２　補助事業者は、前項の規定により補助金の請求をしようとするときは、農業用機械購入費補助金交付請求書（様式第３号）に次に掲げる書類を添えて会長に提出しなければならない。
（１）農業用機械購入費補助金交付決定通知書の写し
（２）農業用機械購入費補助事業実績報告書（様式第４号）
（３）その他会長が必要とする書類

（補助金の返還）
第８条　会長は、補助金の交付を受けた補助事業者が農業用機械購入費補助金交付決定通知書の内容又はこれに付した条件に違反したときは、当該補助事業者に対し補助金の全部又は一部の返還を命じるものとする。

（財産の処分の制限）
第９条　補助事業者は、補助を受けた年度の翌年度から起算して５年を経過するまでの間においては、この要綱による補助を受けて取得した農業用機械について、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。

（補則）
第10条　この要綱に定めるもののほか必要な事項は、会長が別に定める。

　　　　　
附　則
この要綱は、平成２４年１２月１４日から施行する。
この要綱は、令和８年４月１日から施行する。

